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本レポートは、信金中金の海外駐在員が最新のトピックスについて報告します。本稿では「海外販路

開拓」をテーマに販路構築の手法と傾向、米国・ベトナムでの販路開拓のポイントをお届けします。 

今月のトピックス「海外販路開拓」 

１．海外販路開拓手法と引き合いの傾向（海外業務推進部） 

２．米国販路拡大のポイント（ニューヨーク駐在員事務所） 

３．販路開拓市場としてのベトナム（ベトナム駐在職員） 

１．海外販路開拓手法と引き合いの傾向 

■ 海外への販路構築手法 

海外にモノを販売する方法には、大きく「間接販売」と「直接販売」の２種類があります。 

間接販売には、越境 EC や海外に販路を持つ国内商社等（国内バイヤー）による販売など

があり、比較的自社の手間が少なく取り組める反面、海外での販売にかかるノウハウや顧客

情報を得ることが難しくなります。 

他方、直接販売には、現地商社等（現地バイヤー）や現地パートナーによる販売のほか、

海外に現地法人を設立して自社で直接海外の顧客に販売する方法などがあり、長期的に持続

可能な販路が構築しやすい反面、物流や決済、言語対応など自社での対応事項が増えるという

特徴があります。 

それぞれの手法の概要やメリット、デメリットは以下の通りです。 

手法 
間接販売 直接販売 

越境 EC 国内バイヤー 現地バイヤー 現地パートナー 海外進出 

概要 
海外の越境 EC
サイトに出品し、
現地顧客に販売 

日本国内の商社
等を通じて販売 

海外現地の商社
等に直接商品を
販売 

現地の代理店や
ディストリビュ
ーターを活用し
て販売 

海外に現地法人
を設立し、現地の
顧客に直接販売 

投資額 小 小 小 中 大 

メリット 

世界中から容易
にアクセスが可
能であり、多くの
顧客の目にとま
る可能性がある。 

商品は国内指定
倉庫渡しとなる
ため、取引が国内
で完結し、決済も
円建てとなる。 

現地のニーズを
直接把握してい
るバイヤーとの
商談が可能 

自社を代理して
現地での積極的
な営業活動が可
能 

現地で直接販売
するため、すべて
自社収益となる。
直接情報集可能
なため、知識とノ
ウハウを蓄えら
れる。 

デメリット 
留意点 

出展費や運営委
託費、プロモーシ
ョン費などのコ
ストが継続して
かかる。 

海外市場の情報
が間接的。また、
バイヤーへの手
数料がかかる。 

海外への輸送や
代金回収の手間
が生じ、英語や
現地語での対応
も求められる。
また、バイヤー
への手数料がか
かる。 

現地の販売方針、
チャネル、手数料
はパートナーと
の協議による。 
合弁会社の場合、
パートナーによる
乗っ取りリスク
がある。 

現地法人設立に
かかる様々な手
続き（事前調査、
駐在員派遣、銀
行口座開設等）
や多額の投資が
必要となる。 
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